[bookmark: _GoBack]授業料等免除判定基準
                                                                                                                                                                                                （R2.4.1～R5.3.31適用）
　下記の基準を原則として判定する。


	
	家計の状態・家族の状況（健康状態・扶養親族等）　・　学習に対する意欲
	


             
             
             
             
	 ４－１－（１）
・生活保護世帯（高等学校
　等就学費のうち授業料等相
　当額について受給要件に該
　当しない者に限る）
・児童養護施設入所者
	
	  ４－１－（３）
 　 家屋等が半壊（半焼)
  　以上の被災
	
	 　４－１－（２）
 　　　保護者等の市町村民税の
 　　　課税標準額35万円未満
	
	   ４－１－（４）　　　　特　　　別　　　の　　　事　　　情      （　左　記　（１）～（３）　以　外　）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	   （１）　家　計　急　変
	
	（２）その他
  　　　特に配慮が必要
	

	
	
	
	             ①・保護者等の倒産・失業等による困窮
             　・同一生計者の病気・事故等による困窮
	
	②・保護者等の死亡、病気、事故
    による困窮
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	
	



                                

	
	 保護者等のいずれもが
 　障害・病気、老齢、家族介護等
 　のため就労が著しく困難
	
	 保護者等のいずれもが
 　障害・病気、老齢、家族介護等
 　のため就労が制限されている
	
	保護者等のいずれかが稼働能力があり、かつ、同一生計者に長期療養者又は就学（園）者が２人以上
	
	保護者等のいずれかが稼働能力あり
       　　　　　  （保護者が１人）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	

















	
	全　 　額　 　免 　　除
	
	　半 　額 　免 　除
	
	 　全　　　額　　　免　　　除
	
	　　　　　　　　　半　　　額　　　免　　　除
	
	全額又は半額免除



                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　（備考）  ４－１－（４）については、前年の所得額、急変の原因が主たる家計支持者に係るものか等、個々の事情を勘案して決定する。
